
専修学校による地域産業中核的人材養成事業
経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年6月21日閣議決定）
第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり

２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進

（１）少子高齢化に対応した人づくり革命の推進

高等専門学校の機能の高度化、専門職大学や専門学校等における企業等と連

携した実践的な職業教育を進める。

３．地方創生の推進

（１）東京一極集中の是正、地方への新たな人の流れの創出

地域に求められる人材育成機関としての高等学校・高等専門学校・専修学

校・大学の機能を強化する。

• 教育サイドが産業界のニーズを踏まえたサービスを提供する仕組みの構築
が必要
• AIの発達やインターネットの爆発的普及・活用等に対応した教育内容の
充実が必要
• 教育機関と地方公共団体や企業等とが連携した取組を強化し、地域産
業を担う人材養成など、地方課題の解決に貢献する取組の促進が必要

背景・課題

事業概要
専修学校等に委託を行い、各職業分野において今後必要となる新たな教育モデルを形成するとともに、各地域から人的・物的協
力などを得ることでカリキュラムの実効性、事業の効率性を高めつつ、各地域特性に応じた職業人材養成モデルを形成する。

• 産学連携体制整備ガイドライン
• 各分野毎の将来人材像、能力の整理
• 産学連携（デュアル教育）ガイドライン
• 各種教育モデルカリキュラム等

人材養成モデルの形成

開発したモデルカリキュラム等を活用し、全国
の専修学校が自らの教育カリキュラムを改編・
充実

人材養成モデルの活用

目指す成果

専修学校と産業界、行政機関等との連携を発展さ
せ、諸課題に対応した教育内容の充実を図ることで、
地域の中核的な職業教育機関である専修学校の
人材養成機能を向上

○ 教育プログラム等の開発

Society 5.0等の時代に求めら
れる能力（例：「IT力」を融合
した専門的能力等)について分野
毎に体系的に整理し、その養成
に向けたモデルカリキュラムを開発
する。（30箇所)

地方創生に向けて、各地域課題
の解決や発展に向けた将来構想
を策定し、当該構想の実現に今
後必要となる人材に必要な能力
の養成に向けたモデルカリキュラム
を開発する。（30箇所）

学びのセーフティネット機能強化
に向けて、高等専修学校と地
域・外部機関等との連携を通じ
た実効的な教育体制（「チーム
高等専修学校」）を構築する。
(モデル:5箇所）
(調査研究：1箇所)

○ 産学連携体制の整備

産官学が「人材育成協議会」を構築するこ
とで、各分野・各地域における中長期的な
人材育成の在り方を協議し、今後必要と
なる人材像や能力・技術等を整理、効果
的な教育手法を検討する体制を確立する。
(全国版：１箇所 地域版：５箇所）

令和２年度予算額（案） ９６２百万円
（前年度予算額 １，２７４百万円）


